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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動源の駆動力が第一のクラッチを介して入力され、出力部材に対する駆動力伝達経路
を切り替えて第一の組の変速段を確立する第一の変速機構と、
　前記駆動源の駆動力が第二のクラッチを介して入力され、前記出力部材に対する駆動力
伝達経路を切り替えて第二の組の変速段を確立する第二の変速機構と、
　制御ユニットと、
を備えた自動変速機であって、
　前記第一の組の変速段のうちの第一の変速段を確立する駆動力伝達経路中に、ワンウェ
イクラッチが設けられ、
　前記第一の変速機構は、
　前記駆動源の駆動力が前記第一のクラッチを介して入力される入力軸と、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の変速段を確立する第一の変速ギアと、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の組の変速段のうちの残りの変速段を確立する複数
の第二の変速ギアと、
　前記入力軸と、前記複数の第二の変速ギアとの係合および係合解除を行う切替機構と、
を備え、
　前記ワンウェイクラッチの駆動伝達方向は、前記出力部材に対して車両の後退に対応す
る方向の回転が車輪側から入力された場合に、該回転を前記入力軸に伝達するように設定
され、
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　前記制御ユニットは、
　車両の走行状態が所定の減速状態に至ったことを条件として、前記切替機構によって前
記複数の第二の変速ギアと前記入力軸との係合解除を行う切替制御を実行可能である、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項２】
　請求項１に記載の自動変速機であって、
　前記所定の減速状態とは、少なくとも車輪の減速度が閾値を超えた状態である、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項３】
　請求項１に記載の自動変速機であって、
　前記制御ユニットは、前記切替制御を実行した場合、前記第二の組の変速段のうち、選
択中の変速段を維持する、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項４】
　請求項３に記載の自動変速機であって、
　前記制御ユニットは、前記選択中の変速段を維持する間に、車速が閾値未満となったこ
とを条件として、前記第二の組の変速段のうちの最低速段に変速段を切り替える、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項５】
　請求項１に記載の自動変速機であって、
　前記切替機構は、
　噛み合い式クラッチと、
　前記噛み合い式クラッチを動作するアクチュエータと、を備える、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項６】
　請求項１に記載の自動変速機であって、
　前記第一の組の変速段は、奇数の変速段であり、
　前記第二の組の変速段は、偶数の変速段である、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項７】
　請求項６に記載の自動変速機であって、
　前記制御ユニットは、車両の走行状態が前記所定の減速状態とは異なる減速状態の場合
は、一段ずつシフトダウンする、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項８】
　請求項６に記載の自動変速機であって、
　前記第一の変速段は、一速段である、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項９】
　請求項１に記載の自動変速機であって、
　前記入力軸と平行に設けられたカウンタ軸を備え、
　前記出力部材は、前記カウンタ軸に設けられており、
　前記第一の変速ギアと噛み合うギアが、前記ワンウェイクラッチを介して前記カウンタ
軸に設けられている、
ことを特徴とする自動変速機。
【請求項１０】
　自動変速機の制御方法であって、
　前記自動変速機は、
　駆動源の駆動力が第一のクラッチを介して入力され、出力部材に対する駆動力伝達経路
を切り替えて第一の組の変速段を確立する第一の変速機構と、
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　前記駆動源の駆動力が第二のクラッチを介して入力され、前記出力部材に対する駆動力
伝達経路を切り替えて第二の組の変速段を確立する第二の変速機構と、を備え、
　前記第一の組の変速段のうちの第一の変速段を確立する駆動力伝達経路中に、ワンウェ
イクラッチが設けられ、
　前記第一の変速機構は、
　前記駆動源の駆動力が前記第一のクラッチを介して入力される入力軸と、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の変速段を確立する第一の変速ギアと、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の組の変速段のうちの残りの変速段を確立する複数
の第二の変速ギアと、
　前記入力軸と、前記複数の第二の変速ギアとの係合および係合解除を行う切替機構と、
を備え、
　前記ワンウェイクラッチの駆動伝達方向は、前記出力部材に対して車両の後退に対応す
る方向の回転が車輪側から入力された場合に、該回転を前記入力軸に伝達するように設定
され、
　前記制御方法は、
　車両の走行状態が所定の減速状態に至ったか否かを判定し、
　前記所定の減速状態に至ったと判定した場合に、前記切替機構によって前記複数の第二
の変速ギアと前記入力軸との係合解除を行う切替制御を実行する、
ことを特徴とする自動変速機の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の自動変速機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動変速機としていわゆるデュアルクラッチ式変速機が知られている。デュアルクラッ
チ式変速機は、異なる変速段を実現する２つの変速機構を備え、この２つの変速機構と内
燃機関等の駆動源とを断続することで、変速時に駆動輪への動力伝達の途切れを抑制する
ことが可能である。一方、変速機のインターロックを利用して、車両の停車状態を維持さ
せるものが知られている。特許文献１には、デュアルクラッチ式変速機において、パーキ
ングロックのために、意図的に２つの変速段にインギアし、変速機をインターロックする
ことで車両の停止状態を維持することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第５０８１２１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　変速機の構成によっては、車両が特殊な走行状態に至った場合にインターロックを生じ
させる場合がある。また、このような場合には、係合機構の噛み込み等によって、インタ
ーロックを即座に解消困難な場合がある。インターロックの発生により車両の機能が一部
喪失した状態となるため、意図しないインターロックの発生を防止する必要がある。
【０００５】
　本発明の目的は、意図しないインターロックの発生を防止することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明によれば、
　駆動源の駆動力が第一のクラッチを介して入力され、出力部材に対する駆動力伝達経路
を切り替えて第一の組の変速段を確立する第一の変速機構と、
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　前記駆動源の駆動力が第二のクラッチを介して入力され、前記出力部材に対する駆動力
伝達経路を切り替えて第二の組の変速段を確立する第二の変速機構と、
　制御ユニットと、
を備えた自動変速機であって、
　前記第一の組の変速段のうちの第一の変速段を確立する駆動力伝達経路中に、ワンウェ
イクラッチが設けられ、
　前記第一の変速機構は、
　前記駆動源の駆動力が前記第一のクラッチを介して入力される入力軸と、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の変速段を確立する第一の変速ギアと、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の組の変速段のうちの残りの変速段を確立する複数
の第二の変速ギアと、
　前記入力軸と、前記複数の第二の変速ギアとの係合および係合解除を行う切替機構と、
を備え、
　前記ワンウェイクラッチの駆動伝達方向は、前記出力部材に対して車両の後退に対応す
る方向の回転が車輪側から入力された場合に、該回転を前記入力軸に伝達するように設定
され、
　前記制御ユニットは、
　車両の走行状態が所定の減速状態に至ったことを条件として、前記切替機構によって前
記複数の第二の変速ギアと前記入力軸との係合解除を行う切替制御を実行可能である、
ことを特徴とする自動変速機が提供される。
【０００７】
　また、本発明によれば、
　自動変速機の制御方法であって、
　前記自動変速機は、
　駆動源の駆動力が第一のクラッチを介して入力され、出力部材に対する駆動力伝達経路
を切り替えて第一の組の変速段を確立する第一の変速機構と、
　前記駆動源の駆動力が第二のクラッチを介して入力され、前記出力部材に対する駆動力
伝達経路を切り替えて第二の組の変速段を確立する第二の変速機構と、を備え、
　前記第一の組の変速段のうちの第一の変速段を確立する駆動力伝達経路中に、ワンウェ
イクラッチが設けられ、
　前記第一の変速機構は、
　前記駆動源の駆動力が前記第一のクラッチを介して入力される入力軸と、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の変速段を確立する第一の変速ギアと、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の組の変速段のうちの残りの変速段を確立する複数
の第二の変速ギアと、
　前記入力軸と、前記複数の第二の変速ギアとの係合および係合解除を行う切替機構と、
を備え、
　前記ワンウェイクラッチの駆動伝達方向は、前記出力部材に対して車両の後退に対応す
る方向の回転が車輪側から入力された場合に、該回転を前記入力軸に伝達するように設定
され、
　前記制御方法は、
　車両の走行状態が所定の減速状態に至ったか否かを判定し、
　前記所定の減速状態に至ったと判定した場合に、前記切替機構によって前記複数の第二
の変速ギアと前記入力軸との係合解除を行う切替制御を実行する、
ことを特徴とする自動変速機の制御方法が提供される。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、意図しないインターロックの発生を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
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【図１】本発明の一実施形態に係る自動変速機の模式図。
【図２】図１の自動変速機の制御ユニットのブロック図。
【図３】登坂路停車時におけるトルクフローの説明図。
【図４】（Ａ）および（Ｂ）は噛み合い式クラッチの構成例を示す説明図。
【図５】（Ａ）～（Ｃ）は制御ユニットの処理例を示すフローチャート。
【図６】（Ａ）および（Ｂ）は意図しないインターロックの発生を説明する説明図。
【図７】急減速時の制御例を示す説明図。
【図８】制御ユニットの処理例を示すフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　＜自動変速機の構成＞
　図１は本発明の一実施形態に係る自動変速機１の模式図（スケルトン図）である。自動
変速機１は、駆動源２から出力される回転駆動力を減速して終減速装置３へ出力し、左右
の駆動軸４を介して左右の駆動輪である車輪５（図１では片側のみ図示。）を駆動する。
終減速装置３は、例えば、駆動軸４と接続された差動装置を備える。
【００１１】
　自動変速機１は、例えば、ミッドシップエンジン・リアドライブタイプの車両に搭載さ
れる。自動変速機１の変速段数は適宜設計可能であるが、本実施形態の場合、後述するよ
うに前進９段、後進１段を有している。駆動源２は、ここでは内燃機関であるが、電動モ
ータであってもよく、あるいは、内燃機関と電動モータとを組み合わせたユニットであっ
てもよい。駆動源２の駆動力は、フライホイール２ａおよび出力軸２ｂを介して自動変速
機１に入力される。
【００１２】
　自動変速機１は、異なる変速段を実現する２つの変速機構１０および２０、並びに、後
進段を実現する変速機構３０を備えたデュアルクラッチ式変速機である。変速機構１０に
はクラッチＣ１を介して駆動源２の駆動力が入力され、変速機構１０は出力部材４１に対
する駆動力伝達経路を切り替えて奇数段の組の変速段（本実施形態の場合、一速段、三速
段、五速段、七速段、九速段）を確立する。変速機構２０にはクラッチＣ２を介して駆動
源２の駆動力が入力され、変速機構２０は出力部材４１に対する駆動力伝達経路を切り替
えて偶数段の組の変速段（本実施形態の場合、二速段、四速段、六速段、八速段）を確立
する。
【００１３】
　クラッチＣ１およびＣ２は、対応する変速機構１０または２０への駆動力の伝達を断続
する。クラッチＣ１およびＣ２は、例えば、湿式多板クラッチであり、出力軸２ｂに同心
かつ一体に取り付けられたアウタクラッチ板、対応する変速機構１０または２０に接続さ
れるインナクラッチ板、インナクラッチ板をアウタクラッチ板へ押圧するアクチュエータ
、および、インナクラッチ板をアウタクラッチ板から離間させるリターンスプリング等を
備える。
【００１４】
　変速機構１０は、入力軸１１と、入力軸１１と同軸で設けられたギアＧ１および複数の
ギア部材１２～１５と、切替機構１６と、を有する。入力軸１１は不図示の変速機ケース
に回転自在に支持されている。入力軸１１はクラッチＣ１のインナクラッチ板に接続され
ており、駆動源２の駆動力がクラッチＣ１を介して入力される。ギアＧ１は入力軸１１上
に設けられた一速段の変速ギアである。ギアＧ１は入力軸１１に対して相対回転不能に設
けられており（例えばキー結合やスプライン結合される）、入力軸１１の回転中、常時回
転する。
【００１５】
　ギア部材１２～１５は入力軸１１上に相対回転自在に設けられた筒状の部材である。ギ
ア部材１２には、三速段の変速ギアであるギアＧ３が形成されている。ギア部材１３には
、五速段の変速ギアであるギアＧ５が形成されている。ギア部材１４には七速段の変速ギ
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アであるギアＧ７が形成されている。ギア部材１５には九速段の変速ギアであるギアＧ９
が形成されている。
【００１６】
　切替機構１６は、ギア部材１２～１５（つまりギアＧ３、Ｇ５、Ｇ７およびＧ９）と、
入力軸１１との係合および係合解除を行う。係合により、係合対象のギア部材が入力軸１
１に対して相対回転不能となり、入力軸１１の回転中、常時回転する。係合解除により、
係合解除対象のギア部材は入力軸１１に対して相対回転自在となる。
【００１７】
　本実施形態の場合、切替機構１６は、切替ユニット１６ａおよび１６ｂを含む。切替ユ
ニット１６ａおよび１６ｂは、どのような構成であってもよいが、本実施形態の場合、噛
み合い式クラッチであって、特に、シンクロ機構付きの噛み合い式クラッチである。
【００１８】
　切替ユニット１６ａは、ギア部材１２および１３と、入力軸１１との係合および係合解
除を行う。切替ユニット１６ａの動作状態は、ギア部材１２と入力軸１１とを係合する状
態（三速段インギア）、ギア部材１３と入力軸１１とを係合する状態（五速段インギア）
およびギア部材１２および１３の双方と入力軸１１との係合を解除した状態（ニュートラ
ル）、の３つの状態のいずれかを選択可能である。
【００１９】
　切替ユニット１６ｂは、ギア部材１４および１５と、入力軸１１との係合および係合解
除を行う。切替ユニット１６ｂの動作状態は、ギア部材１４と入力軸１１とを係合する状
態（七速段インギア）、ギア部材１５と入力軸１１とを係合する状態（九速段インギア）
およびギア部材１４および１５の双方と入力軸１１との係合を解除した状態（ニュートラ
ル）、の３つの状態のいずれかを選択可能である。
【００２０】
　入力軸１１には、また、ギア部材２７が同軸で設けられている。ギア部材２７は、入力
軸１１上に相対回転自在に設けられた筒状の部材であり、クラッチＣ２のインナクラッチ
板に接続されている。ギア部材２７にはギア２７ａが形成されており、変速機構３０のギ
ア３３と常時噛み合っている。
【００２１】
　変速機構３０は、入力軸３１と、ギア部材３２と、切替機構３４とを備える。入力軸３
１は、入力軸１１と平行に設けられ、不図示の変速機ケースに回転自在に支持されている
。ギア３３は入力軸３１に対して相対回転不能に設けられている。ギア部材３２は入力軸
３１上に相対回転自在に設けられた筒状の部材である。ギア部材３２には、後進段の変速
ギアであるギアＧＲが形成されている。ギアＧＲはギアＧ３と常時噛み合っている。
【００２２】
　切替機構３４は、ギア部材３２（つまりギアＧＲ）と、入力軸３１との係合および係合
解除を行う。係合により、ギア部材３２が入力軸３１に対して相対回転不能となり、入力
軸３１の回転中、常時回転する。係合解除により、ギア部材３２は入力軸３１に対して相
対回転自在となる。本実施形態の場合、切替機構３４もシンクロ機構付きの噛み合い式ク
ラッチである。切替機構３４の動作状態は、ギア部材３２と入力軸３１とを係合する状態
（後進段インギア）およびギア部材３２と入力軸３１との係合を解除した状態（ニュート
ラル）、の２つの状態のいずれかを選択可能である。
【００２３】
　変速機構２０は、入力軸２１と、入力軸２１と同軸で設けられたギア２８および複数の
ギア部材２２～２５と、切替機構２６と、を有する。入力軸２１は入力軸１１と平行に設
けられており、不図示の変速機ケースに回転自在に支持されている。
【００２４】
　ギア２８は入力軸２１に対して相対回転不能に設けられており、ギア３３と常時噛み合
っている。したがって、駆動源２の駆動力がクラッチＣ２、ギア３３およびギア２８を介
して入力軸２１に入力される。
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【００２５】
　ギア部材２２～２５は入力軸２１上に相対回転自在に設けられた筒状の部材である。ギ
ア部材２２には、二速段の変速ギアであるギアＧ２が形成されている。ギア部材２３には
、四速段の変速ギアであるギアＧ４が形成されている。ギア部材２４には六速段の変速ギ
アであるギアＧ６が形成されている。ギア部材２５には八速段の変速ギアであるギアＧ８
が形成されている。
【００２６】
　切替機構２６は、ギア部材２２～２５（つまりギアＧ２、Ｇ４、Ｇ６およびＧ８）と、
入力軸２１との係合および係合解除を行う。係合により、係合対象のギア部材が入力軸２
１に対して相対回転不能となり、入力軸２１の回転中、常時回転する。係合解除により、
係合解除対象のギア部材は入力軸２１に対して相対回転自在となる。
【００２７】
　本実施形態の場合、切替機構２６は、切替ユニット２６ａおよび２６ｂを含む。切替機
構１６と同様に、切替ユニット２６ａおよび２６ｂは、どのような構成であってもよいが
、本実施形態の場合、噛み合い式クラッチであって、特に、シンクロ機構付きの噛み合い
式クラッチである。
【００２８】
　切替ユニット２６ａは、ギア部材２２および２３と、入力軸２１との係合および係合解
除を行う。切替ユニット２６ａの動作状態は、ギア部材２２と入力軸２１とを係合する状
態（二速段インギア）、ギア部材２３と入力軸２１とを係合する状態（四速段インギア）
およびギア部材２２および２３の双方と入力軸２１との係合を解除した状態（ニュートラ
ル）、の３つの状態のいずれかを選択可能である。
【００２９】
　切替ユニット２６ｂは、ギア部材２４および２５と、入力軸２１との係合および係合解
除を行う。切替ユニット２６ｂの動作状態は、ギア部材２４と入力軸２１とを係合する状
態（六速段インギア）、ギア部材２５と入力軸２１とを係合する状態（八速段インギア）
およびギア部材２４および２５の双方と入力軸２１との係合を解除した状態（ニュートラ
ル）、の３つの状態のいずれかを選択可能である。
【００３０】
　出力部材４１は、本実施形態の場合、カウンタ軸４０に相対回転不能に設けられたギア
である。カウンタ軸４０は、入力軸１１と平行に設けられ、不図示の変速機ケースに回転
自在に支持されている。カウンタ軸４０には、出力部材４１の他、ギア４２～４６が同軸
で設けられている。ギア４２～４５は、カウンタ軸４０に対して相対回転不能に設けられ
ている。出力部材４１はギアＧ３と常時噛み合っている。ギア４２はギアＧ２と常時噛み
合っている。ギア４３はギアＧ４およびギアＧ５と常時噛み合っている。ギア４４はギア
Ｇ６およびギアＧ７と常時噛み合っている。ギア４５はギアＧ８およびギアＧ９と噛み合
っている。
【００３１】
　ギア４６は、カウンタ軸４０にワンウェイクラッチＯＣを介して設けられている。ワン
ウエイクラッチＯＣは、駆動伝達の回転方向が一方向である。ギア４６はギアＧ１と常時
噛み合っている。つまり、ワンウェイクラッチＯＣは、一速段を確立する駆動力伝達経路
中に設けられている。
【００３２】
　ワンウェイクラッチＯＣは、ここでは一例として、スプラグ式のワンウエイクラッチで
あり、駆動伝達方向は以下のように設定されている。ここで、車両の前進走行中における
カウンタ軸４０の回転方向を正回転方向と呼ぶ。
【００３３】
　本実施形態の場合、ワンウエイクラッチＯＣは、ギア４６の正回転方向の回転速度Ｖ１
がカウンタ軸４０の正回転方向の回転速度Ｖ２を上回る場合、そのアウタレースＯＣ１と
インナレースＯＣ２との間のスプラグＯＣ３に係合方向の回動を与えて係合状態となり、
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入力軸１１の駆動力がカウンタ軸４０に伝達される。したがって、切替ユニット１６ａお
よび１６ｂがニュートラルの場合、加速中、入力軸１１の駆動力が、ギアＧ１、ギア４６
およびワンウェイクラッチＯＣを介してカウンタ軸４０に伝達される。
【００３４】
　一方、ギア４６の正回転方向の回転速度Ｖ１がカウンタ軸４０の正回転方向の回転速度
Ｖ２を下回ると、スプラグＯＣ３に係合方向の回動が与えられなくなり、アウタレースＯ
Ｃ１とインナレースＯＣ２とが非係合状態となる。したがって、切替ユニット１６ａおよ
び１６ｂのいずれかが係合状態となると、加速中、入力軸１１の駆動力は、ギアＧ１、ギ
ア４６およびワンウェイクラッチＯＣを介してカウンタ軸４０に伝達されず、別の経路を
経て伝達される。例えば、三速段インギアの場合、入力軸１１の駆動力は、ギアＧ３およ
びギア４１を介してカウンタ軸４０に伝達される。五速段、七速段、九速段の場合も同様
である。
【００３５】
　ワンウェイクラッチＯＣで一速段を確立する構成とすることで、一速段用の切替機構を
省略することができる。
【００３６】
　出力部材４１は、ギア５１と常時噛み合っている。ギア５１は出力軸５０上に相対回転
不能に設けられている。出力軸５０は、入力軸１１と平行に設けられ、不図示の変速機ケ
ースに回転自在に支持されている。出力軸５０上には、また、べベルギア５２が相対回転
不能に設けられている。べベルギア５２は、終減速装置３のべベルギア３ａと常時噛み合
っており、出力軸５０の駆動力は終減速装置３を介して駆動軸４および車輪５に伝達され
る。
【００３７】
　なお、自動変速機１にはパーキングロック装置を設けることができ、パーキングロック
装置は、例えば、カウンタ軸４０あるいは出力軸２１を変速機ケースにロックするもので
あってもよい。
【００３８】
　次に、各変速段における駆動力伝達経路について説明する。
【００３９】
　一速段選択時には、切替機構１６、２６および３４がいずれもニュートラルとされ、ク
ラッチＣ１が接続状態、クラッチＣ２が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッ
チＣ１→入力軸１１→ギアＧ１→ギア４６→ワンウエイクラッチＯＣ→カウンタ軸４０→
出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の経路で伝達される。
【００４０】
　二速段選択時には、切替機構１６および３４ならびに切替ユニット２６ｂがいずれもニ
ュートラルとされ、切替ユニット２６ａは二速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ
２が接続状態、クラッチＣ１が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ２→
ギア部材２７（ギア２７ａ）→ギア３３→ギア２８→入力軸２１→ギアＧ２→ギア４２→
カウンタ軸４０→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の経路で伝達される。
【００４１】
　三速段選択時には、切替機構２６および３４ならびに切替ユニット１６ｂがいずれもニ
ュートラルとされ、切替機構１６ａは三速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ１が
接続状態、クラッチＣ２が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ１→入力
軸１１→ギアＧ３→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の経路で伝達される。
【００４２】
　四速段選択時には、切替機構１６および３４ならびに切替ユニット２６ｂがいずれもニ
ュートラルとされ、切替ユニット２６ａは四速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ
２が接続状態、クラッチＣ１が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ２→
ギア部材２７（ギア２７ａ）→ギア３３→ギア２８→入力軸２１→ギアＧ４→ギア４３→
カウンタ軸４０→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の経路で伝達される。
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【００４３】
　五速段選択時には、切替機構２６および３４ならびに切替ユニット１６ｂがいずれもニ
ュートラルとされ、切替機構１６ａは五速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ１が
接続状態、クラッチＣ２が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ１→入力
軸１１→ギアＧ５→ギア４３→カウンタ軸４０→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の
経路で伝達される。
【００４４】
　六速段選択時には、切替機構１６および３４ならびに切替ユニット２６ａがいずれもニ
ュートラルとされ、切替ユニット２６ｂは六速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ
２が接続状態、クラッチＣ１が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ２→
ギア部材２７（ギア２７ａ）→ギア３３→ギア２８→入力軸２１→ギアＧ６→ギア４４→
カウンタ軸４０→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の経路で伝達される。
【００４５】
　七速段選択時には、切替機構２６および３４ならびに切替ユニット１６ａがいずれもニ
ュートラルとされ、切替機構１６ｂは七速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ１が
接続状態、クラッチＣ２が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ１→入力
軸１１→ギアＧ７→ギア４４→カウンタ軸４０→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の
経路で伝達される。
【００４６】
　八速段選択時には、切替機構１６および３４ならびに切替ユニット２６ａがいずれもニ
ュートラルとされ、切替ユニット２６ｂは八速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ
２が接続状態、クラッチＣ１が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ２→
ギア部材２７（ギア２７ａ）→ギア３３→ギア２８→入力軸２１→ギアＧ８→ギア４５→
カウンタ軸４０→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の経路で伝達される。
【００４７】
　九速段選択時には、切替機構２６および３４ならびに切替ユニット１６ａがいずれもニ
ュートラルとされ、切替機構１６ｂは九速段にインギアの状態とされる。クラッチＣ１が
接続状態、クラッチＣ２が解放状態とされる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ１→入力
軸１１→ギアＧ９→ギア４５→カウンタ軸４０→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の
経路で伝達される。
【００４８】
　後進段選択時には、切替機構１６および２６がいずれもニュートラルとされ、切替機構
３４はインギアの状態とされる。クラッチＣ２が接続状態、クラッチＣ１が解放状態とさ
れる。駆動源２の駆動力は、クラッチＣ２→ギア部材２７（ギア２７ａ）→ギア３３→入
力軸３１→ギアＧＲ→ギアＧ３→出力部材４１→ギア５１→出力軸５０の経路で伝達され
る。
【００４９】
　次に、図２を参照して自動変速機１の制御ユニット６０について説明する。図２は制御
ユニット６０の回路構成を示すブロック図である。制御ユニット６０は、自動変速機１を
制御するＥＣＵであって、ＣＰＵ等の処理部６１と、ＲＡＭ、ＲＯＭ等の記憶部６２と、
外部デバイスと処理部６１とをインターフェースするインターフェース部６３と、を備え
る。
【００５０】
　処理部６１は記憶部６２に記憶されたプログラムを実行し、各種のセンサ７０の検出結
果に基づいて、各種のアクチュエータ８０を制御する。各種のセンサ５０には、後述する
制御例との関係では、例えば、アクセル開度センサ７１、車速センサ７２、勾配センサ７
３、ＳＰセンサ（シフトポジションセンサ）７４、ブレーキセンサ７５および車輪速セン
サ７６が含まれる。
【００５１】
　アクセル開度センサ７１は、例えば、運転車によるアクセルペダルの踏み込み量を検出
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するセンサである。車速センサ７２は、例えば、カウンタ軸４０の回転速度を検出するセ
ンサである。勾配センサ７３は、車両の走行路の傾斜を検出する。勾配センサ７３は、走
行路の傾斜を直接検出するものの他、加速度センサや車速センサ等であってもよい。加速
度センサや車速センサである場合、例えば、アクセル開度と車両の加速度あるいは速度と
の関係から、走行路の傾斜を演算可能である。
【００５２】
　ＳＰセンサ（シフトポジションセンサ）７４は運転者が選択したシフトポジションを検
出するセンサである。シフトポジションとしては、例えば、Ｐレンジ（パーキングレンジ
）、Ｄレンジ（前進レンジ）、Ｎレンジ（ニュートラルレンジ）、Ｒレンジ（後進レンジ
）の４種類を挙げることができる。また、Ｄレンジは、自動変速モードと手動変速モード
とがあってもよい。ブレーキセンサ７５は、運転者のフットブレーキに対する操作を検出
するセンサである。車輪速センサ７６は、車輪５の回転速度を検出するセンサである。
【００５３】
　また、他のセンサとして、例えば、切替機構１６、２６および３４において、インギア
、オフギアを検出するセンサが挙げられる。
【００５４】
　各種のアクチュエータ８０には、クラッチＣ１およびＣ２を駆動するアクチュエータ、
切替ユニット１６ａ、１６ｂ、２６ａおよび２６ｂ並びに切替機構３４にそれぞれ設けら
れたアクチュエータが含まれる。これらのアクチュエータは例えばモータや制御弁である
。本実施形態の場合、切替ユニット１６ａ、１６ｂ、２６ａおよび２６ｂは電動アクチュ
エータであることを想定している。
【００５５】
　Ｄレンジが選択されている場合、処理部６１は、例えば、記憶部６２に記憶された変速
マップにしたがって、車両の運転状態に応じて変速段を選択する。変速段は、通常は、一
段ずつ切り替える。例えば、加速時には、一速段→二速段→三速段．．．と切り替え、減
速時にも、七速段→六速段→五速段．．．と切り替える。奇数段から偶数段へ切り替える
場合、事前にクラッチＣ２を解放しておいて、次の偶数段をインギアしておく。すると、
奇数段から偶数段へ切り替える際に、クラッチＣ１の解放とクラッチＣ２の接続で次の偶
数段が確立するので変速時間を短くすることができる。偶数段から奇数段へ切り替える場
合も同様である。
【００５６】
　＜ヒルホールド＞
　Ｄレンジで停車中、処理部６１は、通常は、切替機構１６、２６および３４をニュート
ラルとし、クラッチＣ１およびＣ２を解放する。Ｄレンジで登坂路で停止中に運転者がフ
ットブレーキを解放した場合、車両が後退する場合がある。そこで、自動変速機１にイン
ターロックを意図的に発生させて、車両の後退を防止する。図３はその原理を説明する説
明図であり、車両後退時におけるトルクフローを示している。
【００５７】
　車両後退により、駆動軸４から前進時とは逆方向の駆動が与えられ、Ｔ１で示すように
カウンタ軸４０に伝達される。このときのカウンタ軸４０の回転方向は、上述した正回転
方向と逆方向である。
【００５８】
　ワンウェイクラッチＯＣの駆動伝達方向については、上述したとおりであるが、上記の
設定の場合、カウンタ軸４０の逆方向の回転速度Ｖ３がギア４６の逆方向の回転速度Ｖ４
を上回るとスプラグＯＣ３に係合方向の回動を与えてアウタレースＯＣ１とインナレース
ＯＣ２とが係合状態となる。したがって、後退の駆動力がギア４６およびギアＧ１を介し
て入力軸１１に伝達される。つまり、出力部材４１に対して車両の後退に対応する方向の
回転が車輪５側から入力された場合に、該回転を入力軸１１に伝達する。
【００５９】
　そこで、一速段以外の奇数段のいずれかをインギアすると、カウンタ軸４０と入力軸１
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１との間でトルク循環が生じてインターロックとなる。図３のＴ３は、三速段にインギア
した場合を例示している。一速段は、言わば常時インギアされているため、新たにインギ
アする変速段は一つでよい。したがって、より短時間で停車時の後退防止に必要な状態を
確立することができる。インギアする変速段は、五速段、七速段、或いは、九速段でもよ
いが、一速段にレシオが近い三速段とすることで各軸に加わる負荷を低減できる場合があ
る。
【００６０】
　なお、本実施形態では、ワンウエイクラッチＯＣをギア４６と入力軸４０との間に設け
たが、変速機の構成によっては、入力軸１１とギアＧ１との間に設けることも可能である
。更に、変速機の構成によっては、ワンウェイクラッチＯＣを一速段を確立する駆動力伝
達経路中に設けたが、他の変速段を確立する駆動力伝達経路中に設けることも可能である
。例えば、二速段を確立する駆動力伝達経路中に設けることも可能である。偶数段を確立
する駆動力伝達経路中にワンウェイクラッチＯＣを設けた場合、インターロックのために
インギアする他の変速段も偶数段の変速段となる。
【００６１】
　次に、切替機構１６とインターロックとの関係について説明する。切替機構１６として
、噛み合い式クラッチを採用することで、このようなインターロックを生成した場合に、
不用意にインターロックが解除されない、という利点がある。図４（Ａ）は、噛み合い式
クラッチの一例を示す断面図であり、入力軸を含む面での断面図を示している。同図はイ
ンギアの状態を示している。
【００６２】
　変速ギアが形成されるギア部材１００には、ドグ歯１０１ａを有するドグギア１０１が
スプライン結合されている。入力軸に固定されるハブ１０５と、ドグギア１０１との間に
は、ダブルコーン式のブロッキングリング１０２やシンクロナイザスプリング１０３が設
けられている。
【００６３】
　スリーブ１０４は、入力軸の軸方向ｄ１にアクチュエータの駆動力によって進退自在に
設けられており、そのスプライン歯１０４ａはハブ１０５のスプライン歯１０５ａ間に案
内されつつ、ブロッキングリング１０２のドグ歯１０２ａ間およびドグギア１０１のドグ
歯１０１ａ間に進退可能となっている。図４（Ａ）に示すように、スプライン歯１０４ａ
が、スプライン歯１０５ａ間とドグ歯１０１ａ間に跨ることで、インギアする。
【００６４】
　図４（Ｂ）はスプライン歯１０４ａ等を通る周方向の面の断面図であり、スプライン歯
１０４ａおよび１０５ａ、ドグ歯１０１ａおよび１０２ａの横断面形状を示している。
【００６５】
　スプライン歯１０４ａの先端部は、その両側面が互いに平行ではなく、傾斜がつけられ
てテーパ形状を有している。ドグ歯１０１ａはこのテーパ形状に対応したテーパ形状を有
していて、その両側面が互いに平行ではなく、傾斜が付けられている。
【００６６】
　このテーパ形状によって、ギア部材１００に矢印ｄ２方向の駆動力が作用すると、スプ
ライン歯１０４ａとドグ歯１０１ａとの噛み合いがより深くなって、抜けにくくなる。図
３の例でいえば、車両の登坂路停車時には、三速段の変速ギアであるギアＧ３と、スリー
ブ１０４に相当する切替ユニット１６ａの構成との噛み合いがより深くなって、ギアＧ３
がギア抜けしづらい状況になる。
【００６７】
　一方、車両の発進の際には、インターロックを解除する必要がある。図４（Ａ）の例で
は、不図示のアクチュエータの駆動力によって、スリーブ１０４をドグギア１０１から後
退させてオフギアするが、出力が比較的小さいアクチュエータの場合、スプライン歯１０
４ａとドグ歯１０１ａとの噛み合いによって抜けづらい場合がある。
【００６８】
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　しかし、入力軸１１に前進方向の駆動力が作用すると、これが登坂路における車両の自
重による後退の駆動力と徐々に釣り合い、スプライン歯１０４ａとドグ歯１０１ａとの噛
み合いが弱くなって抜け易くなる。つまり、図３の例でいえば、切替ユニット１６ａで三
速段をオフギアしつつ、クラッチＣ１を半クラッチ等とした車両の発進制御を行う。駆動
源２の駆動力を入力軸１１に伝達することで、登坂路による重力の駆動力と、駆動源２か
らの駆動力が釣り合うと、スプライン歯１０４ａとドグ歯１０１ａとの噛み合いによるオ
フギアの抵抗が略０となり、三速段のオフギアを確実に行えることになる。したがって、
インターロックの解除のために、特別の機構は不要である。
【００６９】
　＜制御例＞
　上述したヒルホールドに関し、処理部６１が実行する制御例について図５（Ａ）～（Ｃ
）を参照して説明する。図５（Ａ）は、インターロックによる後退防止制御の例を示して
いる。
【００７０】
　Ｓ１では所定の条件が成立したか否かを判定する。所定の条件が成立したと判定した場
合はＳ２へ進み、成立していないと判定した場合は一単位の処理を終了する。
【００７１】
　所定の条件には、少なくとも車両が停止したことが含まれる。車両が停止したことは、
車速センサ７２の検出結果から判定でき、例えば、検出結果が閾値未満であれば停止した
と判定できる。
【００７２】
　所定の条件には、例えば、車両が登坂路に停止したことを含んでもよい。車両が登坂路
に停止したことを条件とすることで、不必要にインターロックを発生させることなく、車
両の後退を防止できる。車両が登坂路に停止したか否かは勾配センサ７３の検出結果から
判定でき、例えば、所定の勾配を超える勾配が検出された場合に、登坂路に停止したと判
定できる。逆に、車両が登坂路に停止したことを条件としない構成も採用可能である。上
記のとおり、インターロックは車両の発進により確実に解除可能であり、車両の停止時に
常にインターロックを発生させてもよい。車両が登坂路に停止したことを条件としないこ
とで、勾配の検出は不要となる。
【００７３】
　所定の条件には、例えば、Ｄレンジの選択中であることを含んでもよい。Ｄレンジの選
択中の場合、登坂路においてフットブレーキの解放時にヒルホールドの必要性が高くなる
。この場合、所定の条件には、フットブレーキの踏力低減を検出したことを更に含んでも
よい。フットブレーキによる制動中は車両が後退しない可能性が高く、また、フットブレ
ーキが解放され始めたときに後退の可能性が高まるからである。フットブレーキの踏力低
減は、ブレーキセンサ７５の検出結果から判定できる。
【００７４】
　所定の条件には、Ｐレンジの選択が検出されないことを含んでもよい。パーキングロッ
クによるロック時にはインターロックによるヒルホールドの必要性が低い。Ｐレンジの選
択が検出されないことの判定タイミングは、車両の停止から一定時間経過後であってもよ
い。
【００７５】
　Ｓ２では一速段以外の奇数段のいずれかをインギアするよう、切替機構１６に指示し、
一単位の処理を終了する。以下の説明では、このときにインギアする奇数段をＩＬ奇数段
と表記する。
【００７６】
　図５（Ｂ）は、後退防止制御後、インターロックを解除する解除制御の例を示している
。Ｓ１１では、車両が停車中で、かつ、ＩＬ奇数段にインギアしている状態にあるか否か
を判定する。該当する場合はＳ１２へ進み、該当しない場合は一単位の処理を終了する。
【００７７】
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　Ｓ１２では、所定の条件が成立したか否かを判定する。所定の条件が成立したと判定し
た場合はＳ１３へ進み、成立していないと判定した場合は一単位の処理を終了する。ここ
での所定の条件としては、例えば、運転者の要求駆動力の推定値が閾値を超えた場合を挙
げることができる。運転者の要求駆動力とは、運転者が要求している車両の前進駆動力で
ある。その推定値とは、例えば、アクセル開度から導くことができる。アクセル開度はア
クセル開度センサ７１の検出結果に基づき演算できる。クラッチＣ１や駆動源２は、運転
者の要求駆動力の推定値に応じて駆動制御することができ、入力軸１１に入力される駆動
力が高まると、図４（Ｂ）を参照して説明したとおり、ＩＬ変速段をオフギアし易くなる
。
【００７８】
　Ｓ１３では、ＩＬ変速段のオフギアを切替機構１６に指示する。以上により一単位の処
理を終了する。
【００７９】
　図５（Ｃ）は、後退防止制御後、インターロックを解除する解除制御の別例を示してい
る。図５（Ｂ）の例では、Ｓ１２で所定の条件が成立したことを条件として、Ｓ１３でＩ
Ｌ変速段をオフギアしている。しかし、ＩＬ変速段のオフギアは、後退防止制御の実行後
、車両の発進条件の成立前に、行ってもよい。発進条件の成立とは、例えば、アクセル開
度センサ７１により、アクセルペダルに対する運転者の操作が検出されたことであっても
よい。
【００８０】
　図５（Ｃ）の例では、ＩＬ変速段をインギアしてインターロック状態とした後、直ちに
、制御上、ＩＬ変速段のオフギア動作を行っている。
【００８１】
　まず、Ｓ２１では、車両が停車中で、かつ、ＩＬ奇数段にインギアしている状態にある
か否かを判定する。該当する場合はＳ２２へ進み、該当しない場合は一単位の処理を終了
する。Ｓ２２では、ＩＬ変速段をオフギアを切替機構１６に指示する。以上により一単位
の処理を終了する。
【００８２】
　Ｓ２２では、ＩＬ変速段のオフギアを制御上、開始したことを意味する。換言すると、
ＩＬ変速段をオフギアする切替機構１６のアクチュエータの作動を開始することを意味し
ている。アクチュエータの出力が低い場合、その作動を開始しても、図４（Ｂ）を参照し
て説明したとおり、ＩＬ変速段のインギアの状態が維持される。特に、登坂路の勾配が大
きい場合には、オフギア制御を行っても、ＩＬ変速段のインギアの状態が維持される。逆
に、登坂路の勾配が小さい場合は、オフギア制御によりＩＬ変速段がオフギアされる場合
があるが、この場合は、車両の後退も発生しないと考えられる。
【００８３】
　ＩＬ変速段のインギアの状態が維持されていても、車両が発進する際には、これも図４
（Ｂ）を参照して説明したとおり、登坂路による重力の後退駆動力と、駆動源２からの駆
動力が釣り合うタイミングで、オフギアの抵抗が略０となり、ＩＬ変速段がオフギアされ
る。このような制御によって、Ｓ１２の条件判定の処理を省略することができる。
【００８４】
　＜意図しないインターロックの防止＞
　上述したインターロックの発生は意図的なものである。本実施形態のインターロックは
、切替機構１６において強い噛み込みが発生したとしても、駆動源２からの駆動力の入力
によって、略確実に解除可能であるものの、意図しないインターロックの発生は好ましく
ない。そこで、意図しないインターロックが発生する場合と、その防止について説明する
。
【００８５】
　本実施形態の自動変速機１は、車両が急減速状態で停止すると、意図しないインターロ
ックを発生する場合がある。図６（Ａ）は通常の減速時における変速段の変化を示すタイ
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ミングチャートであり、奇数段のインギアの状態および車速を併記している。
【００８６】
　図６（Ａ）の例では、八速段選択中に運転者がフットブレーキを操作して車両を停止す
るまで減速した例を例示している。なお、八速段での走行中における奇数段のインギアは
、七速段としているが、九速段の場合もあり得る。
【００８７】
　本実施形態では、既に述べたとおり、通常は一段ずつ変速段を切り替える。図６（Ａ）
の例では、八速段→七速段→．．．二速段→一速段の順で一段ずつシフトダウンされてい
る。一速段の確立後に車速が０となって車両が停止している。
【００８８】
　図６（Ｂ）は車両に過度の急減速状態（例えば加速度で－０．４Ｇ程度）が発生した場
合を例示している。図６（Ｂ）の例でも、八速段→七速段→六速段→の順で一段ずつシフ
トダウンされているが、車両停止までに一速段までシフトダウンすることが間に合わず、
三速段の確立中に車速が０となって車両が停止している。車両が停止する際には、車両を
後退させる路面反力が作用し、急制動の場合、比較的強い路面反力が作用する。すると、
図３で説明したインターロックの状態が意図せずに発生する。図６（Ｂ）では、三速段の
場合を例示したが、切替機構１６が、三速段、五速段、七速段または九速段のいずれかに
インギアしているときに車両が停車して、路面反力により後退方向の駆動力が自動変速機
１に車輪５側から入力されるとインターロックの状態が生じ得る。
【００８９】
　図７はこのような意図しないインターロックの発生を防止する切替制御を示している。
八速段選択中に運転者がフットブレーキを操作した後、車両の停止までに一速段までシフ
トダウンすることができるか否かを推測し、できないと推測した場合は、切替機構１６を
ニュートラルとして、変速機構１０は一速段の選択状態とする。これにより、車両の停止
時に、変速機構１０が、三速段、五速段、七速段または九速段のいずれかにインギアして
いる状態を回避する。
【００９０】
　変速機構２０については、現在の変速段（図７の例では八速段）を維持し、車速が低速
（例えば５ｋｍ／ｈ）になった場合には、変速機構２０の最低速段（ここでは二速段）に
シフトダウンする。
【００９１】
　図８は図７の制御例に関して処理部６１が実行する制御例を示している。Ｓ３１では所
定の条件が成立したか否かを判定する。所定の条件が成立したと判定した場合はＳ３２へ
進み、成立していないと判定した場合は一単位の処理を終了する。
【００９２】
　Ｓ３１の判定は、車両の走行状態が所定の減速状態に至ったか否かの判定であり、具体
的には、図６（Ｂ）を参照して説明したインターロックが生じ得る蓋然性が高いか否かの
判定である。所定の条件としては、少なくとも車両の減速状態に関わるパラメータが含ま
れ、例えば、車両の減速度あるいは車輪５の減速度を含むことができる。走行路の状態に
よっては車輪５がスリップする場合があることから、車両の減速度よりも車輪５の減速度
を基準とすることが好ましく、車輪５の減速度が閾値を超えたこと（ロックする可能性が
高いこと）を条件とすることが好ましい。車輪５の減速度は、車輪速センサ７６の検出結
果から演算できる。
【００９３】
　また、所定の条件には、フットブレーキの操作があること、アクセル開度が全閉である
こと、を含むことができ、前者の条件はブレーキセンサ７５の検出結果から判定でき、後
者の条件はアクセル開度センサ７１の検出結果から判定できる。
【００９４】
　また、所定の条件には、変速機構１０の変速段が一速段以外であることも含むことがで
きる。変速機構１０の係合機構１６がニュートラルの場合、インターロックの発生はない
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ため、これを防止する制御を行う必要もない。
【００９５】
　また、所定の条件には、走行路が登坂路であることも含むことができる。登坂路で停車
した場合に、上述したインターロックが生じやすいからである。車両が登坂路を走行中か
否かは勾配センサ７３の検出結果から判定でき、例えば、所定の勾配を超える勾配が検出
された場合に、登坂路を走行中であると判定できる。一方、所定の条件に、走行路が登坂
路であることを含まない場合には、勾配の検出が不要となり、判定時間を短縮することが
できる。
【００９６】
　Ｓ３２では切替機構１６に対してインギア中の変速ギアのオフギアを指示し、切替機構
１６をニュートラルとする。Ｓ３３ではセンサの検出結果から、切替機構１６がオフギア
を完了したか否かを判定し、完了した場合はＳ３５へ進み、完了しない場合はＳ３４へ進
む。
【００９７】
　Ｓ３４では、目標駆動力が閾値を超えたか否かを判定する。目標駆動力とは、制御上の
目標とする車両の前進駆動力であり、例えば、上述した運転者の要求駆動力の推定値によ
り設定される。Ｓ３４の処理は、車両の減速状態を継続するか、加速状態に移行するかの
判定である。目標駆動力が閾値を超えた場合は、加速状態に移行すると判定して一単位の
処理を終了し、通常の変速制御に戻る。目標駆動力が閾値を超えない場合は、切替制御を
継続すべく、Ｓ３２へ戻る。
【００９８】
　Ｓ３５～Ｓ３８は変速機構２０に関わる処理を行う。Ｓ３５では現在インギアしている
変速段を維持する。これにより走行可能な状態を少なくとも維持することができる。
【００９９】
　Ｓ３６では車速が閾値を下回ったか否かを判定する。車速は、車速センサ７２の検出結
果から判定できる。閾値は、上記のとおり、例えば５ｋｍ／ｈとすることができる。下回
った場合はＳ３７へ進み、下回っていない場合はＳ３８へ進む。Ｓ３７では加速状態への
移行に備えて変速機構２０の最低速段（本実施形態の場合、二速段）にシフトダウンし、
通常の変速制御に戻る。
【０１００】
　Ｓ３８では、目標駆動力が閾値を超えたか否かを判定する。Ｓ３４と同様の判定処理で
ある。目標駆動力が閾値を超えた場合は、加速状態に移行すると判定して一単位の処理を
終了し、通常の変速制御に戻る。目標駆動力が閾値を超えない場合は、切替制御を継続す
べく、Ｓ３６へ戻る。
【０１０１】
　＜実施形態のまとめ＞
　１．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　駆動源(例えば2)の駆動力が第一のクラッチ(例えば)C1を介して入力され、出力部材(例
えば41)に対する駆動力伝達経路を切り替えて第一の組の変速段(例えば奇数段)を確立す
る第一の変速機構(例えば10)と、
　前記駆動源の駆動力が第二のクラッチ(例えばC2)を介して入力され、前記出力部材に対
する駆動力伝達経路を切り替えて第二の組の変速段(例えば偶数段)を確立する第二の変速
機構(例えば20)と、
　制御ユニット(例えば60)と、
を備えた自動変速機であって、
　前記第一の組の変速段のうちの第一の変速段を確立する駆動力伝達経路中に、ワンウェ
イクラッチ(例えばOC)が設けられ、
　前記第一の変速機構は、
　前記駆動源の駆動力が前記第一のクラッチを介して入力される入力軸(例えば11)と、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の変速段を確立する第一の変速ギア(例えばG1)と、
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　前記入力軸上に設けられ、前記第一の組の変速段のうちの残りの変速段を確立する複数
の第二の変速ギア(例えばG3,G5,G7,G9)と、
　前記入力軸と、前記複数の第二の変速ギアとの係合および係合解除を行う切替機構(例
えば16)と、を備え、
　前記ワンウェイクラッチの駆動伝達方向は、前記出力部材に対して車両の後退に対応す
る方向の回転が車輪側から入力された場合に、該回転を前記入力軸に伝達するように設定
され、
　前記制御ユニットは、
　車両の走行状態が所定の減速状態に至ったことを条件として(例えばS31)、前記切替機
構によって前記複数の第二の変速ギアと前記入力軸との係合解除(例えばS32)を行う切替
制御を実行可能である、
ことを特徴とする。
【０１０２】
　この実施形態によれば、意図しないインターロックの発生を防止することができる。
【０１０３】
　２．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記所定の減速状態とは、少なくとも車輪の減速度が閾値を超えた状態である、
ことを特徴とする。
【０１０４】
　この実施形態によれば、車輪のスリップに起因したインターロックの発生を防止するこ
とができる。
【０１０５】
　３．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記制御ユニットは、前記切替制御を実行した場合、前記第二の組の変速段のうち、選
択中の変速段を維持する(例えばS35)、
ことを特徴とする。
【０１０６】
　この実施形態によれば、走行可能な状態を少なくとも維持することができる。
【０１０７】
　４．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記制御ユニットは、前記選択中の変速段を維持する間に、車速が閾値未満となったこ
とを条件として、前記第二の組の変速段のうちの最低速段に変速段を切り替える(例えばS
37)、
ことを特徴とする。
【０１０８】
　この実施形態によれば、加速状態へ速やかに移行できる。
【０１０９】
　５．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記切替機構は、
　噛み合い式クラッチと、
　前記噛み合い式クラッチを動作するアクチュエータと、を備える、
ことを特徴とする。
【０１１０】
　この実施形態によれば、機構の噛み込みによるインターロックの発生を事前に防止する
ことができる。
【０１１１】
　６．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記第一の組の変速段は、奇数の変速段であり、
　前記第二の組の変速段は、偶数の変速段である、
ことを特徴とする。
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【０１１２】
　この実施形態によれば、奇数段に発生するインターロックを防止でき、また、偶数段側
で走行性を確保することができる。
【０１１３】
　７．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記制御ユニットは、車両の走行状態が前記所定の減速状態とは異なる減速状態の場合
は、一段ずつシフトダウンする(例えば図6(A))、
ことを特徴とする。
【０１１４】
　この実施形態によれば、機構への負担をより小さくしつつシフトダウンできる。
【０１１５】
　８．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記第一の変速段は、一速段である、
ことを特徴とする。
【０１１６】
　この実施形態によれば、ワンウェイクラッチの採用により、コスト削減を図ることがで
きる。
【０１１７】
　９．上記実施形態の自動変速機(例えば1)は、
　前記入力軸と平行に設けられたカウンタ軸を備え、
　前記出力部材は、前記カウンタ軸に設けられており、
　前記第一の変速ギアと噛み合うギアが、前記ワンウェイクラッチを介して前記カウンタ
軸に設けられている、
ことを特徴とする。
【０１１８】
　この実施形態によれば、前記入力軸と前記カウンタ軸との間のトルク循環で発生するイ
ンターロックを防止できる。
【０１１９】
　１０．上記実施形態の自動変速機(例えば1)の制御方法は、
　前記自動変速機は、
　駆動源の駆動力が第一のクラッチを介して入力され、出力部材に対する駆動力伝達経路
を切り替えて第一の組の変速段を確立する第一の変速機構と、
　前記駆動源の駆動力が第二のクラッチを介して入力され、前記出力部材に対する駆動力
伝達経路を切り替えて第二の組の変速段を確立する第二の変速機構と、を備え、
　前記第一の組の変速段のうちの第一の変速段を確立する駆動力伝達経路中に、ワンウェ
イクラッチが設けられ、
　前記第一の変速機構は、
　前記駆動源の駆動力が前記第一のクラッチを介して入力される入力軸と、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の変速段を確立する第一の変速ギアと、
　前記入力軸上に設けられ、前記第一の組の変速段のうちの残りの変速段を確立する複数
の第二の変速ギアと、
　前記入力軸と、前記複数の第二の変速ギアとの係合および係合解除を行う切替機構と、
を備え、
　前記ワンウェイクラッチの駆動伝達方向は、前記出力部材に対して車両の後退に対応す
る方向の回転が車輪側から入力された場合に、該回転を前記入力軸に伝達するように設定
され、
　前記制御方法は、
　車両の走行状態が所定の減速状態に至ったか否かを判定し(例えばS31)、
　前記所定の減速状態に至ったと判定した場合に、前記切替機構によって前記複数の第二
の変速ギアと前記入力軸との係合解除を行う(例えばS32)切替制御を実行する、
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ことを特徴とする。
【０１２０】
　この実施形態によれば、意図しないインターロックの発生を防止することができる。
【符号の説明】
【０１２１】
１　自動変速機、２　駆動源、Ｃ１　クラッチ、Ｃ２　クラッチ、１０　変速機構、２０
　変速機構、ＯＣ　ワンウェイクラッチ

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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